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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　作製されるコーティングに改善された光学的特性を与える、分散炭酸カルシウムの水性
懸濁液を調製する方法であって、
　ａ）分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の全重量に基づいて６５重量％から８０重量％の
固形分を有する分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を提供する工程；
　ｂ）アルカリイオンが、カリウムおよび／またはナトリウムから選択される、少なくと
も１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩を提供する工程；
　ｃ）前記分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を水で希釈する工程；ならびに
　ｄ）工程ｃ）の前および／または間および／または後に、前記分散炭酸カルシウムの水
性懸濁液を前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接
触させる工程
を含み、
　工程ｄ）の後の前記分散炭酸カルシウムの水性懸濁液のｐＨが、７．５から１２の範囲
である
ことを特徴とする、方法。
【請求項２】
　少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、炭酸ナトリウ
ム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸水素カリウムまたはこれらの混合物からな
る群から選択されることを特徴とする、請求項１に記載の方法。
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【請求項３】
　前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、炭酸ナト
リウムおよび／または炭酸カリウムであることを特徴とする、請求項２に記載の方法。
【請求項４】
　前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、工程ａ）
の懸濁液の炭酸カルシウムの乾燥重量に基づいて、０．００１重量％から５重量％の量で
添加されることを特徴とする、請求項１から３のいずれか一項に記載の方法。
【請求項５】
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、工程ｃにて最初に希釈され、次いで、工程ｄ）に
て少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させられる
ことを特徴とする、請求項１から４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項６】
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、同時に、工程ｃ）にて希釈されおよび工程ｄ）に
て少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させられる
ことを特徴とする、請求項１から４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項７】
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、工程ｄ）にて少なくとも１種のアルカリ炭酸塩お
よび／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させた直後に、工程ｃ）にて少なくとも１種のア
ルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の全部の添加後４５分未満以内に、希釈
されることを特徴とする、請求項１から４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項８】
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、一度でまたは複数回に分けて希釈され、少なくと
も１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、一度でまたは複数回に分
けて添加されることを特徴とする、請求項１から４のいずれか一項に記載の方法。
【請求項９】
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、有機分散剤、無機分散剤およびこれらの混合物か
らなる群から選択される少なくとも１種の分散剤を含むことを特徴とする、請求項１から
８のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１０】
　有機分散剤が、アクリルポリマー、ビニルポリマー、アクリルおよび／またはビニルコ
ポリマーを含み、ならびに無機分散剤が、オルトリン酸一、二および／もしくは三ナトリ
ウム、トリポリリン酸ナトリウムならびに／またはポリリン酸ナトリウムを含むことを特
徴とする、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　有機分散剤が、アクリルおよび／またはビニルコポリマーを含むことを特徴とする、請
求項１０に記載の方法。
【請求項１２】
　少なくとも１種の有機分散剤の酸性部位が、ナトリウムによって部分的または全体的に
中和されることを特徴とする、請求項９から１１のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１３】
　工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、炭酸カルシウムの水性懸濁液の濃縮に
より得られることを特徴とする、請求項１から１２のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１４】
　分散剤が、濃縮工程前に添加されることを特徴とする、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　分散剤が、濃縮工程後に添加されることを特徴とする、請求項１３に記載の方法。
【請求項１６】
　水性懸濁液中の炭酸カルシウムが、濃縮工程前に粉砕されることを特徴とする、請求項
１３から１５のいずれか一項に記載の方法。
【請求項１７】
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　請求項１から１６のいずれか一項に記載の方法であって、前記方法によって得られる分
散炭酸カルシウムの水性懸濁液から作製されたコーティングが、２０ｇ／ｍ２のコーティ
ング重量について、１００ｍ２／ｋｇから２５０ｍ２／ｋｇの光散乱係数Ｓを有すること
を特徴とする、方法。
【請求項１８】
　請求項１から１７のいずれか一項に記載の方法であって、前記方法によって得られる分
散炭酸カルシウムの水性懸濁液から作製されたコーティングが、２０ｇ／ｍ２のコーティ
ング重量について、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩
の不存在下で以外は同様に処理されている対応する分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の得
られたコーティングの光散乱係数Ｓを超えて、少なくとも５ｍ２／ｋｇの光散乱係数Ｓを
有することを特徴とする、方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を調製する方法であって、得られる前記懸
濁液のコーティングが、不透明特性を与えるまたは比光散乱係数Ｓを有する方法に関する
。本発明はさらに、このような炭酸カルシウムの懸濁液の組成物、ならびに塗料およびプ
ラスチックコーティングのみならず、紙のコーティングおよび紙の大量充填の分野におけ
るその使用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　実際に、紙および板紙製品、例えば、雑誌、パンフレット、ちらし、梱包材料などは、
それらに有益な光学的特性、例えば、不透明度、白色度、用紙光沢および印刷光沢、なら
びに印刷適性を与えるために、またはその物理的特性を変化させるためにコーティングさ
れる。炭酸カルシウム材を含む配合物は、それらの光散乱特性によって紙に不透明度およ
び白色度を付与することが特に知られており、したがって、炭酸カルシウム材は、コーテ
ィングとしてだけでなく、製紙ならびに水性ラッカーおよび塗料用の充填剤、増量剤およ
び顔料としても大量に使用されている。
【０００３】
　当技術分野において、炭酸カルシウムの懸濁液から調製されるコーティングの光学的特
性を改善するためのいくつかの手法が提案されてきた。例えば、ＧＢ１，０７３，９４３
は、良好な印刷特性および制御されたインクホールドアウトを示す明るい透明なフィルム
を形成する、基材への高速塗布に適したコーティング組成物に関する。前記組成物は、フ
ィルム形成性結合剤－マトリックス材、デンプン、および粒子状添加剤、ならびに水の沸
点を超える沸点を有する水不混和性有機液体の小球を含む非連続相の、水性分散液を含む
。ＵＳ５，４４９，４０２には、フロック化顔料がろ過ケーキ粒子の水性懸濁液である、
カオリン粘土または炭酸カルシウムのフロック化顔料を、フロック化顔料の電荷部位の符
号と反対の電荷部位を有する変性剤と混合することにより調製された機能的に変性された
顔料が記載されている。
【０００４】
　特に、紙コーティング配合物中に炭酸カルシウム材を使用する製紙業者にとって、これ
らの材料を水性懸濁液の形態で入手することは有利である。しかし、炭酸カルシウムの懸
濁液の輸送は、経済的に実行可能でなければならないので、懸濁液中の水の量または懸濁
液の容量は、できるだけ少なくなければならない。同時に、懸濁液の粘度は、固体粒子の
著しい沈殿を防止するために低すぎてはならない。さらに、懸濁液は、例えば、貨物車両
から、例えば、貯蔵槽へ容易にポンプで送り込まれるように、十分に流動性でなければな
らない（すなわち、粘度が十分に低くなければならない）。
【０００５】
　輸送のために炭酸カルシウムの懸濁液の特性を改善するいくつかの手法が、当技術分野
で提案されてきた。例えば、ＵＳ３，９８９，１９５には、２ミクロン等価球径より小さ
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い粒子を少なくとも６０重量％含有する天然炭酸カルシウム材の容易にポンプで送り込み
可能な水性懸濁液を製造する方法であって、該方法は、前記天然炭酸カルシウム材および
カルシウムイオンまたは炭酸イオンを含有し、２５℃で水１００ｍｌ当たり少なくとも０
．０５ｇの水中溶解度を有する少量の化合物の水性懸濁液を形成する工程；およびその後
、分散剤で前記水性懸濁液中の天然炭酸カルシウム材を脱フロック化する工程を含む方法
が記載されている。ＤＥ１９８２０１２２には、炭酸カルシウム、水および湿潤剤を含有
し、沈降抑制剤としてイオン性金属化合物（Ｉ）を添加することを含む、沈降抵抗性炭酸
カルシウム懸濁液が記載されている。
【０００６】
　しかし、水に分散して、ポリカルボン酸塩および／またはポリリン酸塩などの分散剤に
よって安定な懸濁液を形成する、炭酸カルシウム材を含む懸濁液から作製されたコーティ
ングの光学的特性に非常にしばしばかなりの影響を有する１つの具体的な問題がある。上
に提示されたように、炭酸カルシウムの懸濁液は通常、輸送のためにさらに濃縮される。
例えば、塗布において、濃縮およびその後の希釈の処理は、このような分散炭酸カルシウ
ムの当初の懸濁液、すなわち、濃縮およびその後の希釈前の懸濁液と比べて、光学的特性
の悪化をしばしばもたらす。より正確に言えば、光散乱係数によって反映される、得られ
たコーティングの不透明度は、分散炭酸カルシウムの懸濁液の濃縮の間に低下し、その不
透明度の消失は、懸濁液中で所望のより低い固形分への分散炭酸カルシウムの濃縮懸濁液
の希釈後に反転させることができない。このため、分散炭酸カルシウムの希釈懸濁液の得
られたコーティングは、かなり低下した不透明度だけを、および同じ固形分で当初の分散
炭酸カルシウム懸濁液の得られたコーティングのものよりも非常に低い光散乱係数を与え
る。得られた不良な不透明度、または光散乱係数の低下は、塗料およびプラスチックのみ
ならず、製紙、コーティングおよび大量充填の分野の用途に特に弊害をもたらす。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】英国特許出願公開第１，０７３，９４３号明細書
【特許文献２】米国特許第５，４４９，４０２号明細書
【特許文献３】米国特許第３，９８９，１９５号明細書
【特許文献４】独国特許出願公開第１９８２０１２２号明細書
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　したがって、上記の不利点を回避し、特に、分散炭酸カルシウムの水性濃縮懸濁液の希
釈に由来する、分散炭酸カルシウムの懸濁液の得られたコーティングの光散乱係数または
不透明度を改善することを可能にする方法を提供することが当技術分野で求められている
。言い換えれば、分散炭酸カルシウムの希釈懸濁液をもたらす方法であって、前記懸濁液
から調製される得られたコーティングが、従来技術の方法と比べてより高い不透明度また
はより高い光散乱係数を有する方法を提供することが望ましい。
【０００９】
　したがって、本発明の目的は、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を調製する方法であっ
て、前記懸濁液の得られたコーティングが、改善された光学的特性および特に増大した光
散乱係数を有する方法を提供することである。さらなる目的は、以下の本発明の説明から
集約され得る。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記のおよび他の目的は、請求項１において本明細書で定義されるとおりの主題によっ
て解決される。
【００１１】
　本発明方法の有利な実施形態は、対応する下位の請求項で定義される。
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【００１２】
　本利用の一態様によれば、以下の工程：
　ａ）分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を提供する工程；
　ｂ）アルカリイオンがカリウムおよび／またはナトリウムから選択される、少なくとも
１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩を提供する工程；
　ｃ）前記分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を水で希釈する工程；および
　ｄ）工程ｃ）の前および／または間および／または後に、前記分散炭酸カルシウムの水
性懸濁液を前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接
触させる工程
を含む、それから作製されたコーティングに改善された光学的特性を与える分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液を調製する方法が提供される。
【００１３】
　本発明者らは、驚くべきことに、本発明による上述の方法が、分散炭酸カルシウムの懸
濁液を前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触さ
せること（工程ｄ））なしに同様に処理されている分散炭酸カルシウムの懸濁液から調製
された対応するコーティングの光散乱係数Ｓよりも、それから作製されたコーティングに
高い光散乱係数Ｓを与える分散炭酸カルシウムの懸濁液をもたらすことを見出した。より
正確には、本発明者らは、所望の固形分レベルを調整するために対応する濃縮懸濁液を水
で希釈することにより得られる分散炭酸カルシウムの懸濁液から調製されたコーティング
の光学的特性が、規定されたアルカリ炭酸塩（単数または複数）および／またはアルカリ
炭酸水素塩（単数または複数）の添加により改善され得ることを見出した。
【発明を実施するための形態】
【００１４】
　本発明の目的のために、以下の用語は、以下の意味を有することを理解されたい：
　本発明によれば、「炭酸カルシウムの懸濁液」は、重質（または天然）炭酸カルシウム
（ＧＣＣ）および／または、合成炭酸カルシウムとしても知られている、沈降炭酸カルシ
ウム（ＰＣＣ）を含む。
【００１５】
　本発明の意味における「重質炭酸カルシウム」（ＧＣＣ）は、大理石、チョークまたは
石灰石を含む天然源から得られ、例えば、粉砕、選別ならびに／または湿式および／もし
くは乾式による、例えば、サイクロンによる細分などの処理によって処理された炭酸カル
シウムである。
【００１６】
　本発明の意味における「沈降炭酸カルシウム」（ＰＣＣ）は、一般に、水性環境中での
二酸化炭素と石灰との反応後の沈降によって、または水中でのカルシウムと炭酸塩源との
沈降によってもしくは溶液からの、カルシウムイオンと炭酸イオン、例えば、ＣａＣｌ２

とＮａ２ＣＯ３との沈降によって得られる合成物質である。
【００１７】
　本発明の意味における「懸濁液」または「スラリー」は、不溶性固体および水、ならび
に場合によってさらなる添加剤を含み、通常は大量の固体を含有し、したがって、それが
形成される液体よりも粘性であり、一般により高い密度からなる。
【００１８】
　本発明の意味における「分散」炭酸カルシウムの懸濁液は、少なくとも１種の分散剤を
さらに含み、したがって、分散剤（単数または複数）なしで調製される同じ炭酸カルシウ
ムの懸濁液よりも、５ｃｍの直径を有する歯状ディスク撹拌機を用いることにより２００
０ｒｐｍで５分間撹拌後により低い粘度を示す。
【００１９】
　本発明によれば、「光散乱係数」Ｓは、光を散乱させる能力が、Ｋｕｂｅｌｋａ－Ｍｕ
ｎｋ光散乱係数で表される、ＵＳ２００４／０２５０９７０に記載され、Ｋｕｂｅｌｋａ
およびＭｕｎｋ（Ｚｅｉｔｓｈｒｉｆｔ　ｆｕｒ　Ｔｅｃｈｎｉｓｃｈｅ　Ｐｈｉｓｉｋ
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　１２、５３９頁、（１９３１年））、ならびにＫｅｂｅｌｋａ（Ｊ．Ｏｐｔｉｃａｌ　
Ｓｏｃ．Ａｍ．３８（５）、４４８頁、（１９４８年）およびＪ．Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｏ
ｃ．Ａｍ．４４（４）、３３０頁、（１９５４年））の文献ならびにＵＳ５，５５８，８
５０にさらに記載された方法によって決定される。この係数を決定する測定方法の記載は
、参照により本明細書に組み込まれる。分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の「不透明度」
または「光散乱係数」は実際には、その分散炭酸カルシウムの懸濁液から作製されたコー
ティングまたはフィルムの「不透明度」または「光散乱係数」に相当することが理解され
るべきである。言い換えれば、「不透明度」または「光散乱係数」は、懸濁液から作製さ
れたコーティングまたはフィルムに基づいて測定または決定される。この点で、不透明度
は、光散乱係数Ｓおよび光吸収係数Ｋのジョイント関数であり；すなわち、Ｋが低ければ
低いほど、不透明度はＳにより直接関連することに留意されたい。言い換えれば、高い白
色度を有する物質の不透明度について観察される効果は主として、Ｓに対する変化の結果
である。
【００２０】
　本発明の別の態様によれば、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液であって、前記懸濁液が
、それから作製されたコーティングに改善された光学的特性を与える分散炭酸カルシウム
の水性懸濁液を調製する本発明方法によって得られる、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液
が提供される。別の態様によれば、本発明は、紙のコーティングのための、大量充填のた
めのまたは塗料およびプラスチックにおける成分としての前記水性懸濁液の使用を指す。
【００２１】
　本発明の別の態様は、光学的特性、特に、分散炭酸カルシウムの懸濁液から調製される
得られたコーティングの光散乱係数Ｓを調節するための規定されたアルカリ炭酸塩（単数
または複数）および／またはアルカリ炭酸水素塩（単数または複数）の少なくとも１種の
使用に関する。懸濁液を水で希釈する前および／または間および／または後に少なくとも
１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触している分散炭酸カルシ
ウムの希釈懸濁液から調製されたコーティングの光散乱係数Ｓが、少なくとも１種のアル
カリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の不存在下で以外は同様に希釈されている
同じ懸濁液から調製されたコーティングの光散乱係数Ｓよりも高いことが特に好ましい。
【００２２】
　本発明の１つの好ましい実施形態によれば、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウム
の水性懸濁液は、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の全重量に基づいて、３５
重量％から８５重量％、より好ましくは６５重量％から８０重量％、最も好ましくは６８
重量％から７８重量％の固形分を有する。本発明の１つの特に好ましい実施形態によれば
、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、分散炭酸カルシウムの濃縮
水性懸濁液であり、この濃縮水性懸濁液は好ましくは、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの
水性懸濁液の全重量に基づいて、７０重量％から７８重量％の固形分含有量を有する。
【００２３】
　本発明の別の好ましい実施形態によれば、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／ま
たはアルカリ炭酸水素塩は、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸水素ナトリウム、炭酸
水素カリウムまたはこれらの混合物からなる群から選択される。本発明によれば、前記少
なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、好ましくは炭酸ナ
トリウムおよび／または炭酸カリウムである。
【００２４】
　本発明の別の好ましい実施形態によれば、前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および
／またはアルカリ炭酸水素塩は、工程ａ）の懸濁液中の炭酸カルシウムの乾燥重量に基づ
いて、０．００１重量％から５重量％、好ましくは０．０２５重量％から２重量％、より
好ましくは０．０５重量％から１重量％、最も好ましくは０．１重量％から０．５重量％
の量で添加される。
【００２５】
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を、アルカリ炭酸塩（単数または複数）および／また
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はアルカリ炭酸水素塩（単数または複数）と接触させる工程は、工程ａ）の分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液を希釈する直前、間および／または後に行われ得る。したがって、本
発明方法の一実施形態によれば、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、最初に希釈され、
次いで、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させ
る。本発明方法の別の実施形態によれば、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、希釈され
ると同時に、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触
させる。本発明方法のさらなる実施形態によれば、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、
最初に少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させ、
次いで、希釈されるが、希釈は、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカ
リ炭酸水素塩と接触後の特定の期間内に行われなければならない。本発明方法の別の実施
形態によれば、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、一度でまたは複数回に分けて希釈さ
れ、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、一度でまた
は複数回に分けて添加される。
【００２６】
　本発明の別の好ましい実施形態によれば、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液
は、少なくとも１種の分散剤をさらに含み、好ましくは、分散剤は、有機分散剤、無機分
散剤およびこれらの混合物からなる群から選択される。本発明によれば、有機分散剤は、
アクリルポリマー、ビニルポリマー、アクリルおよび／またはビニルコポリマーを含み、
ならびに無機分散剤は、オルトリン酸一、二および／もしくは三ナトリウム、トリポリリ
ン酸ナトリウムならびに／またはポリリン酸ナトリウムを含む。本発明によれば、少なく
とも１種の有機分散剤の酸性部位は、好ましくはナトリウムで部分的または全体的に中和
される。
【００２７】
　本発明の別の好ましい実施形態によれば、本発明によっておよび特に本発明方法によっ
て得られる分散炭酸カルシウムの希釈水性懸濁液から作製されたコーティングは、２０ｇ
／ｍ２のコーティング重量に対して、１００ｍ２／ｋｇから２５０ｍ２／ｋｇ、より好ま
しくは１２５ｍ２／ｋｇを超える、最も好ましくは１４０ｍ２／ｋｇを超える光散乱係数
Ｓを有する。本発明の１つの特に好ましい実施形態によれば、本発明によっておよび特に
本発明方法によって得られる分散炭酸カルシウムの希釈水性懸濁液から作製されたコーテ
ィングは、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の不存在
で以外は同様に処理されている対応する分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の得られたコー
ティングの光散乱係数Ｓを超えて、少なくとも５ｍ２／ｋｇ、より好ましくは少なくとも
１０ｍ２／ｋｇ、さらにより好ましくは少なくとも１５ｍ２／ｋｇ、なおより好ましくは
少なくとも２０ｍ２／ｋｇの、２０ｇ／ｍ２のコーティング重量に対する光散乱係数Ｓを
有する。
【００２８】
　上に示されるとおりに、改善された光学的特性を与える分散炭酸カルシウムの水性懸濁
液を調製する本発明方法は、工程ａ）、工程ｂ）、工程ｃ）および工程ｄ）を含む。以下
において、それは、本発明のさらなる詳細、特に、それから作製されたコーティングに改
善された光学的特性を与える分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を調製する本発明方法の上
記の工程に言及される。
【００２９】
　工程ａ）：分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の提供
　本発明の方法の工程ａ）によれば、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が提供される。懸
濁液の炭酸カルシウム（ＣａＣＯ３）粒子は、２つのタイプからなり得る：重質（または
天然）炭酸カルシウム（ＧＣＣ）もしくは沈降炭酸カルシウム（ＰＣＣ）またはこのよう
なものの混合物。
【００３０】
　ＧＣＣは、石灰石またはチョークなどの堆積岩から、または変成大理石岩から採鉱され
て、粉砕、選別ならびに／または湿式および／もしくは乾燥形態での細分などの処理を介
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して、例えば、サイクロンまたは分級機によって処理された、炭酸カルシウムの天然起源
の形態であると理解される。好ましくは、天然炭酸カルシウムは、大理石、チョーク、方
解石、ドロマイト、石灰石およびこれらの混合物を含む群から選択される。
【００３１】
　対照的に、ＰＣＣタイプの炭酸カルシウムは、水中の微粉化酸化カルシウム粒子からま
たはイオン性塩溶液からの析出によって誘導される場合、一般に石灰または乳状石灰のス
ラリーと当技術分野で呼ばれる、水酸化カルシウムのスラリーの炭酸化によって得られる
合成炭酸カルシウム生成物を包含する。ＰＣＣは、菱面体晶および／または偏三角面体お
よび／またはアラゴナイトであり得；好ましい合成炭酸カルシウムまたは沈降炭酸カルシ
ウムは、アラゴナイト、バテライトもしくはカルサイトの鉱物学的結晶形態またはこれら
の混合物を含む。
【００３２】
　工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の粒子状炭酸カルシウムは、製
造される製品の種類に関係する材料（単数または複数）について従来用いられるとおりの
粒径分布を有し得る。一般に、炭酸カルシウム粒子の９０重量％は、０．１μｍから５μ
ｍの範囲、好ましくは０．２μｍから２μｍの範囲、最も好ましくは０．５μｍから１．
５μｍの範囲のｅｓｄ（Ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎｔ　Ｃｏｒｐ
ｏｒａｔｉｏｎのＳｅｄｉｇｒａｐｈ（商標）５１００を用いて沈降の周知の技術によっ
て測定された等価球径）を有し得る。１つの好ましい実施形態において、炭酸カルシウム
粒子の７４重量％は、１μｍ未満の粒子ｅｓｄを有し得、該粒子の１２重量％は、０．２
μｍ未満の粒子ｅｓｄを有し得る。別の好ましい実施形態において、炭酸カルシウム粒子
の６０重量％は、１μｍ未満の粒子ｅｓｄを有し得、該粒子の７重量％は０．２μｍ未満
の粒子ｅｓｄを有し得る。
【００３３】
　懸濁液中の炭酸カルシウム粒子は、Ｍｉｃｒｏｍｅｒｉｔｉｃｓ　Ｉｎｓｔｒｕｍｅｎ
ｔ　ＣｏｒｐｏｒａｔｉｏｎのＳｅｄｉｇｒａｐｈ（商標）５１００を用いて測定して、
０．００５μｍから２μｍ、好ましくは０．２μｍから１μｍ、最も好ましくは０．４μ
ｍから０．８μｍ、例えば、０．６μｍおよび０．８μｍの中位径ｄ５０値を有すること
が好ましい。本明細書で用いられる場合および一般に当技術分野で定義される場合、ｄ５

０値は、粒子体積または質量の５０％（中央点）が、規定値に等しい直径を有する粒子に
よって占められている大きさと定義される。この方法および装置は、当業者に公知であり
、一般に充填剤および顔料の粒径を決定するために用いられる。測定は、０．１重量％の
Ｎａ４Ｐ２Ｏ７の水溶液中で行われる。試料は、高速撹拌機および超音波を用いて分散さ
せる。
【００３４】
　好ましい実施形態において、懸濁液中の炭酸カルシウム粒子は、窒素およびＩＳＯ９２
７７に従うＢＥＴ法を用いて測定して、１ｍ２／ｇから２００ｍ２／ｇ、より好ましくは
３ｍ２／ｇから２５ｍ２／ｇ、最も好ましくは５ｍ２／ｇから１５ｍ２／ｇ、さらにより
好ましくは６ｍ２／ｇから１２ｍ２／ｇのＢＥＴ比表面積を示す。
【００３５】
　本発明の炭酸カルシウム粒子は、水に懸濁しており、したがって、水性懸濁液またはス
ラリーを形成する。
【００３６】
　好ましくは、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液の全重量に基づいて、３５重量％から８５重量％、好ましくは６５重
量％から８０重量％、より好ましくは６８重量％から７８重量％、最も好ましくは７０重
量％から７８重量％の炭酸カルシウム含有量を有する。特に好ましい実施形態によれば、
工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、輸送に特に適した分散炭酸カ
ルシウムの濃縮懸濁液である。一方で、懸濁液は、経済的に有利な輸送を可能にするため
に濃縮されなければならず、他方で、安定でなければならない（有意な沈降がない）。好
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ましくは、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸
濁液の全重量に基づいて、７０重量％から７８重量％の炭酸カルシウムの固形分を有する
。したがって、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、工程ａ）で提供される分
散炭酸カルシウムの水性懸濁液の全重量に基づいて、好ましくは３５重量％未満、より好
ましくは３０重量％未満の水含有量を有する。
【００３７】
　本発明によれば、粒子状炭酸カルシウムは、工程ａ）の水性懸濁液中に分散しており、
したがって、懸濁液は、適切な分散剤をさらに含む。
【００３８】
　このような分散剤は、好ましくは少なくとも１種の無機分散剤および／または有機分散
剤である。好ましくは、このような有機分散剤は、アクリル酸、メタクリル酸、イタコン
酸、クロトン酸、フマル酸、無水マレイン酸、アクリル酸およびメタクリル酸のエステル
、ならびにこれらの混合物からなる群から選択されるモノマーおよび／またはコモノマー
からできている。１つの好ましい実施形態において、少なくとも１種の有機分散剤は、ア
クリルポリマー、ビニルポリマー、アクリルおよびビニルコポリマーならびにこれらの混
合物からなる群から選択される。別の好ましい実施形態において、特にポリアクリル酸と
組み合わせた、無機分散剤、例えば、オルトリン酸一、二および／もしくは三ナトリウム
、トリポリリン酸ナトリウムならびに／またはポリリン酸ナトリウムが分散剤として使用
される。
【００３９】
　多数の酸性部位を有するアクリルポリマー、ビニルポリマー、アクリルおよびビニルコ
ポリマーまたはこれらの混合物などの有機分散剤は、部分的または全体的に中和され得る
。１つの好ましい実施形態において、本発明によって使用され得る有機分散剤は、アルカ
リ金属および／またはアルカリ土類金属のイオンを含有する中和剤を用いて、部分的また
は全体的に、好ましくは５％から１００％の程度に、より好ましくは２５％から１００％
の程度に、最も好ましくは７５％から１００％の程度に中和される。特に好ましい実施形
態において、少なくとも１種の有機分散剤の酸性部位は、ナトリウムのみを含有する中和
剤を用いて中和される。別の特に好ましい実施形態において、有機分散剤の酸性部位は、
カリウムのみを含有する中和剤を用いて中和される。さらに特に好ましい実施形態におい
て、有機分散剤の酸性部位は、ナトリウムおよびカリウムの混合物を含有する中和剤を用
いて中和される。別の好ましい実施形態において、有機分散剤の酸性部位は、炭酸カルシ
ウムの水性懸濁液中に含有されるアルカリ土類金属のイオンによって、例えば、有機分散
剤と懸濁液中の粒子とのインサイチューでの反応によって部分的または全体的に中和され
；すなわち、有機分散剤は、対応する未中和有機分散剤の形態で前記懸濁液中に添加され
、炭酸カルシウムの水性懸濁液中へのその添加後に部分的または全体的に中和される。こ
の場合、有機分散剤の酸性部位は、前記アルカリ土類金属のイオンによって、好ましくは
５％から１００％の程度、より好ましくは２５％から１００％の程度、最も好ましくは７
５％から１００％の程度に、部分的または全体的に中和される。１つの好ましい実施形態
において、有機分散剤の酸性部位は、カルシウムイオンおよび／またはマグネシウムイオ
ンによって部分的または全体的に中和される。
【００４０】
　このような有機および／または無機分散剤は、好ましくは１０００ｇ／ｍｏｌから１０
００００ｇ／ｍｏｌ、好ましくは２０００ｇ／ｍｏｌから４００００ｇ／ｍｏｌ、より好
ましくは３０００ｇ／ｍｏｌから３５０００ｇ／ｍｏｌの分子量を有し得る。特に、有機
分散剤の酸性部位が、アルカリ金属のイオンを含有する中和剤で部分的または全体的に中
和される場合、このような分散剤は、好ましくは１０００ｇ／ｍｏｌから１０００００ｇ
／ｍｏｌ、より好ましくは２０００ｇ／ｍｏｌから４００００ｇ／ｍｏｌ、最も好ましく
は３０００ｇ／ｍｏｌから３５０００ｇ／ｍｏｌの分子量を有し得る。分散剤の酸性部位
が、アルカリ土類金属のイオンを含有する中和剤で部分的または全体的に中和される場合
、このような分散剤は、好ましくは３０００ｇ／ｍｏｌから２００００ｇ／ｍｏｌの分子
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量を有し得る。
【００４１】
　分散炭酸カルシウムの懸濁液中の分散剤の全量は、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水
性懸濁液の全重量に基づいて、０．０５重量％から２．０重量％、好ましくは０．１重量
％から１．２重量％、最も好ましくは０．２重量％から０．８重量％の範囲であり得る。
【００４２】
　別の好ましい実施形態において、分散炭酸カルシウムの懸濁液中の分散剤の全量は、懸
濁液中の炭酸カルシウム含有量に基づいて、０．０７５重量％から３．０重量％、好まし
くは０．１５重量％から１．８重量％、最も好ましくは０．３重量％から１．２重量％の
範囲であり得る。
【００４３】
　工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、好ましくは、前記希釈懸濁液を濃縮す
ることによって、対応する炭酸カルシウムの希釈水性懸濁液から得られる。対応する炭酸
カルシウムの懸濁液の濃度は、熱的処理によって、例えば、蒸発器において、または機械
的処理によって、例えば、フィルタープレスおよび／もしくは遠心分離において達成され
得る。
【００４４】
　分散剤は、好ましくは、対応する炭酸カルシウムの懸濁液の濃縮前または後に添加され
る。分散剤を添加する時点は、対応する炭酸カルシウムの懸濁液を濃縮するための選択さ
れた処理に依存し得；すなわち、分散剤の添加は、熱的または機械的処理が用いられるか
どうかに依存し得る。
【００４５】
　炭酸カルシウムの懸濁液の濃縮が、熱的処理によって行われる場合、濃縮は、好ましく
は分散剤の存在下で行われ、この分散剤は、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの
水性懸濁液を得るべく、炭酸カルシウム粒子を懸濁液中に細かく分散させて維持するため
に懸濁液に添加される。
【００４６】
　炭酸カルシウムの懸濁液の濃縮が、機械的処理によって行われる場合、濃縮は、好まし
くは分散剤の不存在下で行われる。次いで、得られた炭酸カルシウムのろ過ケーキは、好
ましくは、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を得るべく、炭酸カル
シウム粒子を懸濁液中に細かく分散させて維持するために分散剤と一緒に水に分散させる
。
【００４７】
　さらに、炭酸カルシウム粒子は、本発明の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を調製する
方法の前にさらに粉砕され得る。好ましくは、粉砕工程は、工程ａ）の分散炭酸カルシウ
ムの水性懸濁液を得るための前記対応する懸濁液の濃縮前に行われる。炭酸カルシウム粒
子の粉砕は、好ましくは分散剤の不存在または存在下で行われる。炭酸カルシウム粒子の
粉砕工程が分散剤の不存在下で行われる場合、対応する懸濁液は、対応する炭酸カルシウ
ムの懸濁液の全重量に基づいて、好ましくは４０重量％未満、より好ましくは３０重量％
未満、最も好ましくは２０重量％未満の固形分を有する。炭酸カルシウム粒子の粉砕工程
が、分散剤の存在下が行われる場合、対応する懸濁液は、対応する炭酸カルシウム懸濁液
の全重量に基づいて、好ましくは３０重量％を超える、より好ましくは６０重量％を超え
る、最も好ましくは７０重量％を超える、例えば、７２重量％から８２重量％の固形分を
有する。粉砕工程は、当業者に知られた粉砕ミルなどの任意の従来の粉砕装置で行われ得
る。
【００４８】
　通常、本発明による分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、７．５から１２の範囲のｐＨ
値、好ましくは８から１１のｐＨ値、より好ましくは８．５から１０．５のｐＨ値、最も
好ましくは９から１０．５のｐＨ値を有する。粘度は、５ｃｍの直径を有する歯状ディス
ク撹拌機を用いることによって２０００ｒｐｍで５分間撹拌後、ＬＶ－３スピンドルを備
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えたＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　ＤＶ－ＩＩ粘度計によって１００ｒｐｍの速度で測定して、
５０ｍＰａ・ｓから８００ｍＰａ・ｓの範囲、より好ましくは１５０ｍＰａ・ｓから６０
０ｍＰａ・ｓの範囲である。
【００４９】
　工程ｂ）少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の提供
　本発明の方法の工程ｂ）によれば、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはア
ルカリ炭酸水素塩が提供される。
【００５０】
　本発明の好ましい実施形態において、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素
塩のアルカリイオンは、好ましくは、ナトリウム、カリウムおよびこれらの混合物を含む
群から選択される。炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、炭酸カリウムナトリウム、炭酸水素
ナトリウム、炭酸水素カリウムおよびこれらの混合物は、本発明の好ましいアルカリ炭酸
塩および／またはアルカリ炭酸水素塩である。
【００５１】
　１つの好ましい実施形態において、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩
は、炭酸ナトリウムである。別の好ましい実施形態において、アルカリ炭酸塩および／ま
たはアルカリ炭酸水素塩は、炭酸カリウムである。さらに好ましい実施形態において、ア
ルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、炭酸ナトリウムおよび炭酸カリウム
の混合物である。
【００５２】
　炭酸ナトリウムおよび炭酸カリウムの混合物が、本発明によって用いられる場合、炭酸
ナトリウムと炭酸カリウムとのモル比は、９９：１から１：９９、より好ましくは５０：
１から１：５０、さらにより好ましくは２５：１から１：２５、最も好ましくは１０：１
から１：１０である。本発明の１つの特に好ましい実施形態において、炭酸ナトリウムと
炭酸カリウムとのモル比は、約１：１である。別の好ましい実施形態において、アルカリ
炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、炭酸カリウムナトリウム（Ｎａ２Ｋ２（Ｃ
Ｏ３）２）である。
【００５３】
　アルカリ炭酸塩およびアルカリ炭酸水素塩の混合物が、本発明によって用いられる場合
、アルカリ炭酸塩とアルカリ炭酸水素塩とのモル比は、９９：１から１：９９、より好ま
しくは５０：１から１：５０、さらにより好ましくは２５：１から１：２５、最も好まし
くは１０：１から１：１０である。本発明の１つの特に好ましい実施形態において、アル
カリ炭酸とアルカリ炭酸水素塩とのモル比は、約１：１である。
【００５４】
　本発明の文脈において、「炭酸ナトリウム」という用語は、無水形態ならびに結晶水を
含む形態（水和物）の炭酸ナトリウムを包含するものとする。したがって、「炭酸ナトリ
ウム」という用語は、無水炭酸ナトリウム（Ｎａ２ＣＯ３）、炭酸ナトリウム一水和物（
Ｎａ２ＣＯ３・Ｈ２Ｏ）、炭酸ナトリウム二水和物（Ｎａ２ＣＯ３・２Ｈ２Ｏ）、炭酸ナ
トリウム五水和物（Ｎａ２ＣＯ３・５Ｈ２Ｏ）、炭酸ナトリウム七水和物（Ｎａ２ＣＯ３

・７Ｈ２Ｏ）、炭酸ナトリウム十水和物（Ｎａ２ＣＯ３・１０Ｈ２Ｏ）および二炭酸水素
三ナトリウム・二水和物（Ｎａ３ＨＣＯ３ＣＯ３・２Ｈ２Ｏ）、セスキ炭酸ナトリウム（
Ｎａ３Ｈ（ＣＯ３）２）、および重炭酸ナトリウムなどの重炭酸塩ならびにこれらの混合
物を含む。好ましくは、本発明の炭酸ナトリウムは、無水炭酸ナトリウム（Ｎａ２ＣＯ３

）、炭酸ナトリウム一水和物（Ｎａ２ＣＯ３・Ｈ２Ｏ）、炭酸ナトリウム七水和物（Ｎａ

２ＣＯ３・７Ｈ２Ｏ）、炭酸ナトリウム十水和物（Ｎａ２ＣＯ３・１０Ｈ２Ｏ）およびこ
れらの混合物からなる群から選択される。１つの特に好ましい実施形態において、本発明
の炭酸ナトリウムは、無水炭酸ナトリウム（Ｎａ２ＣＯ３）または炭酸ナトリウム十水和
物（Ｎａ２ＣＯ３・１０Ｈ２Ｏ）である。
【００５５】
　「炭酸カリウム」という用語はまた、無水形態ならびに結晶水を含む形態（水和物）の
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炭酸カリウムを指す。したがって、「炭酸カリウム」という用語は、無水炭酸カリウム（
Ｋ２ＣＯ３）、炭酸カリウムセスキ水和物（Ｋ２ＣＯ３・１．５Ｈ２Ｏ）、炭酸カリウム
二水和物（Ｋ２ＣＯ３・２Ｈ２Ｏ）、炭酸カリウム三水和物（２Ｋ２ＣＯ３・３Ｈ２Ｏ）
、炭酸カリウム六水和物（Ｋ２ＣＯ３・６Ｈ２Ｏ）、炭酸カリウム八水和物（Ｋ２ＣＯ３

・８Ｈ２Ｏ）、炭酸カリウム十水和物（Ｋ２ＣＯ３・１０Ｈ２Ｏ）および重炭酸カリウム
などの重炭酸塩ならびにこれらの混合物を包含する。好ましくは、本発明の炭酸カリウム
は、無水炭酸カリウム（Ｋ２ＣＯ３）である。
【００５６】
　本発明の文脈において、「炭酸水素ナトリウム」という用語は、無水形態ならびに結晶
水を含む形態（水和物）の炭酸水素ナトリウムを包含するものとする。したがって、「炭
酸水素ナトリウム」という用語は、無水炭酸水素ナトリウム（ＮａＨＣＯ３）および炭酸
水素ナトリウム一水和物（Ｎａ３Ｈ（ＣＯ３）２・Ｈ２Ｏ）、炭酸水素ナトリウム二水和
物（Ｎａ３Ｈ（ＣＯ３）２・Ｈ２Ｏ）ならびにこれらの混合物を包含する。好ましくは、
本発明の炭酸水素ナトリウムは、無水炭酸水素ナトリウム（ＮａＨＣＯ３）である。
【００５７】
　本発明の文脈において、「炭酸水素カリウム」という用語はまた、無水形態ならびに結
晶水を含む形態（水和物）を包含するものとする。好ましくは、本発明の炭酸水素カリウ
ムは、無水炭酸水素カリウム（ＫＨＣＯ３）である。
【００５８】
　少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩を、前記分散炭酸
カルシウムの水性懸濁液と接触させる場合、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／ま
たはアルカリ炭酸水素塩は、対応する個々のイオン基、すなわち、ナトリウムイオンおよ
び／またはカリウムイオンおよび／またはヒドロニウムイオンなどのカチオン性基ならび
に炭酸塩および／または炭酸水素塩のアニオン性基に解離する。
【００５９】
　本発明のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、好ましくは、それが、
工程ａ）の懸濁液中の炭酸カルシウムの乾燥重量に基づいて、０．００１重量％から５重
量％、好ましくは０．０２５重量％から２重量％、より好ましくは０．０５重量％から１
重量％、最も好ましくは０．１重量％から０．５重量％の濃度で、得られた分散炭酸カル
シウムの懸濁液中に含有されるような量で添加される。
【００６０】
　別の好ましい実施形態において、アルカリ炭酸塩および／アルカリ炭酸水素塩は、分散
炭酸カルシウムの水性懸濁液の全重量に基づいて、約０．０００７５重量％から７．５重
量％の範囲、より好ましくは約０．００７５重量％から３．７５重量％の範囲、さらによ
り好ましくは約０．０７５重量％から２．０重量％の範囲、最も好ましくは約０．２重量
％から１．２５重量％の範囲で添加される。
【００６１】
　本発明の意味におけるアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩のモル比、重
量比および量は、それぞれ、無水形態のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素
塩；すなわち、さらなる結晶水なしのアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩
を指すことが留意されるべきである。さらに、上記の比および量は、分散炭酸カルシウム
の水性懸濁液に添加されているアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の比お
よび量を反映し、前記アルカリ炭酸塩の部分の対応するアルカリ炭酸水素塩への変換を考
慮せず、逆もまた同様である。この文脈において、前記変換は、前記懸濁液のｐＨ値に依
存して、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液中で自然に起こることがさらに留意されるべき
である。
【００６２】
　ｐＨ値に関して、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液のｐＨ値は、前記懸濁液を少なくと
も１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触されることにより変化
し得ることがさらに留意されるべきである。このようなｐＨ値における変化が観察される
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場合、前記懸濁液を少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩
と接触させた後の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液のｐＨ値は、工程ａ）で提供される分
散炭酸カルシウムの水性懸濁液について測定されたｐＨ値を超えて、最大で４単位（１単
位＝１，０）、好ましくは最大で３単位、より好ましくは最大で２単位、さらにより好ま
しくは最大で１単位、最も好ましくは最大で０．５単位でなければならない。しかし、ｐ
Ｈ値の変化が観察される場合でさえも、得られた分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、前
記懸濁液を少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触さ
せた後に７．５から１２の範囲のｐＨ値、好ましくは８から１１のｐＨ値、より好ましく
は８．５から１０．５のｐＨ値および最も好ましくは９から１０．５のｐＨ値を有する。
【００６３】
　少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、任意の適切な
固体形態で、例えば、顆粒または粉末の形態で分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加さ
れ得る。代替として、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素
塩は、懸濁液または溶液の形態で分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加され得る。
【００６４】
　好ましくは、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液中の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩お
よび／またはアルカリ炭酸水素塩の濃度は、炭酸カルシウム：アルカリ炭酸塩および／ま
たはアルカリ炭酸水素塩の重量比が、２５０：１から１０：１、より好ましくは２００：
１から２５：１、さらにより好ましくは１７５：１から６０：１であるようなものである
。少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、炭酸ナトリウ
ムである場合、炭酸カルシウム懸濁液中の濃度は、好ましくは、炭酸カルシウム：炭酸ナ
トリウムとの重量比が、２００：１から１０：１、より好ましくは１５０：１から２５：
１、さらにより好ましくは１００：１から５０：１であるようなものである。
【００６５】
　少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、炭酸カリウム
である場合、炭酸カルシウムの懸濁液中の濃度は、好ましくは、炭酸カルシウム：炭酸カ
リウムとの重量比が、２５０：１から５０：１、より好ましくは２００：１から１００：
１、さらにより好ましくは１７５：１から１２０：１であるようなものである。
【００６６】
　上記の数字は、本発明によって処理されていない分散炭酸カルシウムの懸濁液の対応す
るコーティングと比較して、分散炭酸カルシウムの希釈懸濁液から作製されたコーティン
グの光学的特性、特に不透明度を改善するために、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添
加されているアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の量を反映することが留
意されるべきである。したがって、数字は、水性懸濁液中に自然に存在し得るまたは本発
明方法、特に希釈工程を行う前に添加され得た任意のアルカリ炭酸塩（単数または複数）
および／またはアルカリ炭酸水素塩（単数または複数）に及ぶことが意図されない。炭酸
カルシウムの懸濁液中の溶解した天然起源のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸
水素塩の量は、無視でき、懸濁液の炭酸カルシウム含有量に基づいて、１００ｐｐｍより
十分に少ない。
【００６７】
　工程ｃ）：工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の希釈：
　本発明の方法の工程ｃ）によれば、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸
濁液は、水で希釈される。
【００６８】
　本発明の一実施形態において、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、水で希
釈されて、分散炭酸カルシウムの懸濁液の取扱い（例えば、ポンプによる送り込み）およ
び使用または塗布を可能とさせる、固形分を有する分散炭酸カルシウムの懸濁液を生じる
。言い換えれば、希釈工程ｃ）は、分散炭酸カルシウムの濃縮（輸送可能な）懸濁液を、
さらなる使用または取扱いがすぐできる分散炭酸カルシウムの希釈懸濁液に変換するのに
役立ち得る。好ましくは、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、希釈されて、
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分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の全重量に基づいて、最大で７０重量％、好ましくは３
０重量％から７０重量％、より好ましくは５０重量％から６８重量％、最も好ましくは５
５重量％から６５重量％の炭酸カルシウムの含有量を生じる。
【００６９】
　好ましい実施形態において、分散炭酸カルシウムの希釈懸濁液の水含有量は、工程ａ）
で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の水含有量を超えて、１重量％から２５重
量％、より好ましくは５重量％から１５重量％、最も好ましくは８重量％から１３重量％
であり、ここで、上記の重量％の数字は、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水
性懸濁液の水含有量に基づく。
【００７０】
　工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を希釈するために用いられる水は、水道水
および／または脱イオン水であってもよい。好ましくは、工程ａ）の分散炭酸カルシウム
の水性懸濁液を希釈するために用いられる水は、脱イオン水である。
【００７１】
　本発明の１つの好ましい実施形態において、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウム
の水性懸濁液は、懸濁液中の適当な炭酸カルシウム濃度に、一度でおよび／または１時間
以下の期間にわたって、好ましくは４５分以下の期間にわたって、より好ましくは３０分
以下の期間にわたって、最も好ましくは１５分以下の期間にわたって連続的に希釈される
。特に好ましい実施形態において、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁
液は、懸濁液中の適当な炭酸カルシウム濃度に、１０分以下の期間にわたって希釈される
。本発明の別の好ましい実施形態において、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの
水性懸濁液は、懸濁液中適当な炭酸カルシウム濃度に、数回に分けて、好ましくは２から
５回に分けて、より好ましくは２から４回に分けて、さらにより好ましくは２から３回に
分けて、最も好ましくは２回に分けて希釈される。
【００７２】
　工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、数回に分けて希釈される場
合、水は、好ましくは、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液にほぼ等しい部分で添加される
。代替として、水を、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に等しくない部分で、すなわち、
より多い部分およびより少ない部分で添加することも可能であり、ここで、２回の部分を
添加する場合、より多い部分のより少ない部分に対する重量比は、好ましくは６０：４０
、より好ましくは７０：３０、さらにより好ましくは８０：２０、最も好ましくは９０：
１０である。１つの好ましい実施形態において、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウ
ムの水性懸濁液を希釈するために、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に、より多い部分の
水が、最初に添加され、続いてより少ない部分が添加される。別の好ましい実施形態にお
いて、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を希釈するために、分散炭
酸カルシウムの水性懸濁液に、より少ない部分の水が最初に添加され、続いて、より多い
部分が添加される。
【００７３】
　好ましくはロータ・ステータミキサを用いることによって、撹拌の間に分散炭酸カルシ
ウムの水性懸濁液を希釈することが特に好ましい。
【００７４】
　工程ｄ）：分散炭酸カルシウムの懸濁液と、前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩およ
び／またはアルカリ炭酸水素塩との接触
　本発明の方法の工程ｄ）によれば、工程ａ）で提供される分散炭酸カルシウムの水性懸
濁液は、工程ｃ）の前および／または間および／または後に、水環境中で前記工程ｂ）の
少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させる。前記
分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、好ましくは、以下の経路の１つまたは複数を介して
工程ｄ）で処理される：
　経路ＩＡ：同時に、前記分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を前記工程ｂ）の少なくとも
１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させ、および工程ａ）の
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分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を希釈する；
　経路ＩＩＡ：最初に、前記工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を希釈し、次い
で、分散炭酸カルシウムの希釈懸濁液を前記工程ｂ）の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩
および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させる；
　経路ＩＩＩＡ：最初に、前記分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を前記工程ｂ）の少なく
とも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させ、次いで、前記
工程ａ）の分散炭酸カルシウムの懸濁液を希釈する。
【００７５】
　工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を、同時に、希釈し、および少なくとも１
種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させる場合（経路ＩＡ）、
添加前の前記アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、好ましくは、分散炭
酸カルシウムの懸濁液の希釈のために必要とされるまたは用いられる一部のまたは全部の
量の水とブレンドまたは混合される。結果として、アルカル炭酸塩および／またはアルカ
リ炭酸水素塩の懸濁液または溶液は、工程ｄ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加
され得る。
【００７６】
　アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の懸濁液または溶液は、分散炭酸カ
ルシウムの水性懸濁液に、一度でおよび／または１時間以下の期間にわたって、好ましく
は４５分以下の期間にわたって、より好ましくは３０分以下の期間にわたって、最も好ま
しくは１５分以下の期間にわたって、特に好ましい実施形態において、１０分以下の期間
にわたって連続的に添加される。別の好ましい実施形態において、水ならびにアルカリ炭
酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の混合物は、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に
いくつかの回に分けて、例えば、２回に分けて等しい量で添加される。分散炭酸カルシウ
ムの水性懸濁液が、数回に分けて希釈される場合、添加前に分散炭酸カルシウムの水性懸
濁液を希釈し、次いで前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸
水素塩を含有する部分を分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加するために、わずかに一
部の水の中で少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩をブレ
ンドまたは混合することも可能である。前記部分をすべて添加後に、少なくとも一回のさ
らなる部分の水が、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加され得る。
【００７７】
　工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、経路ＩＩＡを介して前記分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液を工程ｂ）の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカ
リ炭酸水素塩と接触させる前に希釈される場合、アルカリ炭酸塩およびアルカリ炭酸水素
塩は、例えば、分散炭酸カルシウムの希釈水性懸濁液に、一度でおよび／または１５分以
下の期間にわたって、好ましくは１０分以下の期間にわたって、より好ましくは５分以下
の期間にわたって連続的に添加され得る。再度、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ
炭酸水素塩の懸濁液または溶液は、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩を
添加するために用いられ得る。代替として、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸
水素塩は、固体形態で、例えば、粉末として添加され得る。
【００７８】
　工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、好ましくは、工程ｂ）の少なくとも１
種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と、分散炭酸カルシウムの水性懸
濁液の希釈後３日以内に、より好ましくは２日以内に、最も好ましくは２４時間以内に接
触させる。特に、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液
の希釈後１２時間以内に、好ましくは６時間以内に、より好ましくは４時間以内に、さら
により好ましくは２時間以内に、最も好ましくは１時間以内に接触させる。
【００７９】
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、数回に分けて希釈される場合、その添加前に分散
炭酸カルシウムの水性懸濁液を希釈するために一部の水中で少なくとも１種のアルカリ炭
酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩をブレンドまたは混合することも可能である。さ
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らなるアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩をまったく含有しない、少なく
とも一回分の水を添加後に、少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭
酸水素塩を含有する部分は、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加することができ、逆
もまた同様である。
【００８０】
　工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、工程ｂ）の少なくとも１種のアルカリ
炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩を、経路ＩＩＩＡを介して接触させる分散炭酸
カルシウムの水性懸濁液と接触させた後に希釈される場合、少なくとも１種のアルカリ炭
酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、例えば、一度でおよび／または２０分以下の
期間にわたって、好ましくは１５分以下の期間にわたって、より好ましくは１０分以下の
期間にわたって、最も好ましくは５分の期間にわたって連続的に、特に好ましい実施形態
において一度で添加され得る。本発明のこの実施形態によれば、希釈（工程ｃ））は、少
なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の全部の添加直後に行
われるべきである。本発明の意味における「直ちに」という用語は、工程ｂ）の少なくと
も１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の全部の添加後４５分未満、
好ましくは３０分未満、より好ましくは１５分未満、さらにより好ましくは１０分未満、
最も好ましくは５分未満の時間の期間に関する。
【００８１】
　前記分散炭酸カルシウムの水性懸濁液が、上記の経路の２以上を介して処理される場合
、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、好ましくは、工程ａ）の分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液の希釈前、間および後に、工程ｂ）の少なくとも１種のアルカリ炭酸
塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と接触させる。
【００８２】
　アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、例えば、工程ａ）の分散炭酸カ
ルシウムの懸濁液に、数回に分けておよび／または１５分以下の期間にわたって、好まし
くは１０分以下の期間にわたって、より好ましくは５分以下の期間にわたって連続的に添
加され得る。前記少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の
連続的添加の間に、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、好ましくは、１回分
でおよび／または一定期間にわたって連続的に希釈され、ここで、前記期間は、少なくと
も１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の添加に必要とされる期間よ
りも短い。したがって、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、分散炭酸カルシ
ウムの水性懸濁液を少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩
と接触させる間に希釈されるが、前記接触は、その添加が完了する前に終了させる。再度
、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の懸濁液または溶液は、アルカリ炭
酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩を添加するために使用され得る。
【００８３】
　代替として、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、固体形態で、例え
ば、粉末として添加され得る。
【００８４】
　少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、工程ａ）の分
散炭酸カルシウムの懸濁液に数回に分けて添加される場合、少なくとも１種のアルカリ炭
酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、好ましくは、少なくとも３回にかけて等しい
および／または等しくない量で添加される。本発明のこの実施形態において、少なくとも
一回分の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、前記水
性懸濁液が希釈される前に工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加され、少な
くとも１回分の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩が、
前記水性懸濁液が希釈される間に工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液に添加され
、ならびに少なくとも一回分の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ
炭酸水素塩が、前記水性懸濁液が希釈された後に工程ａ）の分散炭酸カルシウムの水性懸
濁液に添加される。この実施形態によれば、希釈（工程ｃ））は、最初の部分の工程ｂ）
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の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の添加後４５分未
満、好ましくは３０分未満、より好ましくは１５分未満、さらにより好ましくは１０分未
満、最も好ましくは５分未満の期間内に行われるべきである。好ましくは、アルカリ炭酸
塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、固体形態で、例えば、粉末として、または代わ
りに、懸濁液もしくは溶液の形態で添加され得る。一実施形態において、少なくとも一回
分の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、工程ａ）で
提供される分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の希釈のために用いられる水に溶解させ得る
。
【００８５】
　１つの好ましい実施形態において、工程ｄ）は、好ましくは７０℃未満、より好ましく
は５０℃未満、最も好ましくは３０℃未満の温度で行われる。しかし、工程ｄ）は、好ま
しくは１０℃を超える、より好ましくは１５℃を超える温度で行われる。特に、工程ｄ）
は、室温、好ましくは１８℃から２５℃で行われる。本発明の別の好ましい実施形態にお
いて、工程ｄ）は、５０℃から７０℃、より好ましくは５５℃から６５℃の温度で行われ
る。
【００８６】
　さらなる好ましい実施形態では、工程ｄ）は、工程ａ）の分散炭酸カルシウムの懸濁液
を工程ｂ）の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩と水環
境中で接触させるために、連続撹拌下で行われる。
【００８７】
　工程ｄ）が行われた後で、このように得られた分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、好
ましくは５℃から９０℃、より好ましくは１０℃から６０℃、最も好ましくはほぼ室温、
例えば、１８℃から２５℃の温度で保存される。
【００８８】
　工程ｄ）が、５０℃から７０℃の温度で行われる場合、このように得られた分散炭酸カ
ルシウムの水性懸濁液は、好ましくは、約１８℃から２５℃の室温にゆっくりと冷却され
る。特に、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、数週間の期間にわたって、好ましくは２
から４週間の期間にわたって、最も好ましくは約３週間の期間にわたって室温に冷却され
る。得られた分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の冷却は、好ましくは、室温に１日当たり
１℃から３℃の一定速度で行われる。１つの好ましい実施形態において、得られた分散炭
酸カルシウムの水性懸濁液の冷却は、室温に１日当たり１．５℃から２℃の一定速度で行
われる。
【００８９】
　本発明の方法によって、分散炭酸カルシウムの濃縮水性懸濁液から得られる分散炭酸カ
ルシウムの希釈水性懸濁液から作製されたコーティングは、高度に不透明であり、したが
って、分散炭酸カルシウムの濃縮水性懸濁液の容易で、経済的な輸送を可能にする。本発
明によって得られる分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の得られたコーティングは、従来の
方法で、すなわち、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩の不存在下で、水
のみで希釈されている懸濁液から調製された対応するコーティングと比較して、改善され
た光学的特性を有する。本発明の分散炭酸カルシウムの水性懸濁液から作製されたコーテ
ィングは、単に水で希釈することにより得られる分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の対応
するコーティングと比較してより高い光散乱係数Ｓを与える。前記光散乱係数Ｓおよび本
発明に関係する光散乱係数Ｓのすべては、本明細書で規定さる測定方法によって決定され
、以下の実施例の項で示される。
【００９０】
　好ましい実施形態において、得られた分散炭酸カルシウムの水性懸濁液から作製された
コーティングは、２０ｇ／ｍ２のコーティング重量について１００ｍ２／ｋｇから２５０
ｍ２／ｋｇ、より好ましくは１２５ｍ２／ｋｇを超える、最も好ましくは１４０ｍ２／ｋ
ｇを超える光散乱係数Ｓを有する。
【００９１】
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　１つの好ましい実施形態において、得られた分散炭酸カルシウムの水性懸濁液から作製
されたコーティングの光散乱係数Ｓは、２０ｇ／ｍ２のコーティング重量について、工程
ｄ）を行わない以外は同様に処理されている対応する分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の
得られたコーティングの光散乱係数Ｓを超えて、少なくとも５ｍ２／ｋｇ、より好ましく
は少なくとも１０ｍ２／ｋｇ、さらにより好ましくは少なくとも１５ｍ２／ｋｇ、なおよ
り好ましくは少なくとも２０ｍ２／ｋｇである。
【００９２】
　好ましくは、得られた分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の光散乱係数Ｓは、分散炭酸カ
ルシウムの水性懸濁液が工程ｄ）によって処理された後、数時間から数週間以内で、好ま
しくは４週間以内で、より好ましくは１週間以内で、最も好ましくは２４時間以内で調整
される（すなわち、最終または安定値が得られる）。
【００９３】
　本発明の方法によって得られる分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、７．５から１２の
範囲のｐＨ値、好ましくは８から１１のｐＨ値、より好ましくは８．５から１０．５のｐ
Ｈ値、最も好ましくは９から１０．５のｐＨ値を有する。粘度は、直径５ｃｍを有する歯
状ディスク撹拌機を用いることによって２０００ｒｐｍで５分間撹拌後、ＬＶ－３スピン
ドルを備えたＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ　ＤＶ－ＩＩ粘度計によって１００ｒｐｍの速度で測
定して、５０ｍＰａ・ｓから８００ｍＰａ・ｓの範囲、より好ましくは１５０ｍＰａ・ｓ
から６００ｍＰａ・ｓの範囲である。１つの好ましい実施形態において、本発明の方法に
よって得られる分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の粘度は、工程ａ）で提供される分散炭
酸カルシウムの水性懸濁液について測定されたものと、；すなわち、工程ａ）で提供され
る分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の粘度とほぼ同じである。
【００９４】
　工程ｂ）の少なくとも１種のアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素塩は、好
ましくは、濃度比が、目下の不透明度の問題に依存して個別に調整され得るように、別個
に計量した添加剤の形態で（例えば、単独のバッチまたは部分の形態で）提供され得る。
【００９５】
　このように得られた分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、紙、ティッシュペーパー、プ
ラスチックまたは塗料で使用され得る。特に、前記水性懸濁液は、紙の大量充填および／
またはコーティングの分野で使用され得る。特に、本発明によるコーティング組成物およ
び／または大量充填剤組成物は、これらが、本発明の方法によって得られる分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液を含有すること、およびそれらが、２０ｇ／ｍ２のコーティング重量
について、１００ｍ２／ｋｇから２５０ｍ２／ｋｇ、より好ましくは１２５ｍ２／ｋｇを
超える、最も好ましくは１４０ｍ２／ｋｇを超える光散乱係数Ｓの値によって測定された
、可視光を散乱させる能力を有することを特徴とする。製造されたおよび／またはコーテ
ィングされた紙は、これらが、前記本発明の方法によって得られる分散炭酸カルシウムの
水性懸濁液を含有することを特徴とする。別の利点として、本発明の方法によって得られ
る分散炭酸カルシウムの水性懸濁液は、例えば、鉄塩または着色化合物を除くことなしに
製紙用途で直接に使用され得る。
【００９６】
　以下の実施例は、本発明をさらに説明し得るが、本発明を例示された実施形態に限定す
ることを意味しない。以下の実施例により、本発明による分散炭酸カルシウムの水性懸濁
液の得られたコーティングの不透明度などの良好な光学的特性が示される。
【実施例】
【００９７】
　測定方法
　以下の測定方法を用いて、実施例および特許請求の範囲で示されるパラメータを評価す
る。
【００９８】
　光散乱係数
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　光散乱係数「Ｓ」は、１２部（乾燥基準で）のＡｃｒｏｎａｌ（商標）Ｓ　３６０Ｄ、
ＢＡＳＦの紙のコーティング結合剤および８８部（乾燥基準で）の炭酸カルシウム懸濁液
を用いて紙のコーティングカラーを調製し、実験室用コータＴｙｐ　Ｍｏｄｅｌ　６２４
（Ｅｒｉｃｋｓｅｎ、５８６７５Ｈｅｍｅｒ、独国製）を用いて一連の異なるコート重量
でプラスチック支持材（Ｓｙｎｔｅａｐｅ、Ａｒｇｏ　Ｗｉｇｇｉｎｓ）上にコーティン
グすることによって測定した。
【００９９】
　光散乱係数Ｓは、ＵＳ２００４／０２５０９７０に記載された方法に従って測定し、こ
こで、光を散乱させる能力は、専門家に周知であって、ＫｕｂｅｌｋａおよびＭｕｎｋ（
Ｚｅｉｔｓｈｒｉｆｔ　ｆｕｒ　Ｔｅｃｈｎｉｓｃｈｅ　Ｐｈｙｓｉｋ　１２、５３９頁
、（１９３１年））およびＫｕｂｅｌｋａ（Ｊ．Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｏｃ．Ａｍ．３８（
５）、４４８頁、（１９４８年）およびＪ．Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｓｏｃ．Ａｍ．４４（４）
、３３０頁、（１９５４年））の文献に記載された方法によって決定して、Ｋｕｂｅｌｋ
ａ－Ｍｕｎｋ光散乱係数で表す。光散乱係数Ｓは、２０ｇ／ｍ２で内挿された値として引
用する。
【０１００】
　Ｂｒｏｏｋｆｉｅｌｄ粘度
　懸濁液のＢｒｏｏｋｆｉｅｌｄ粘度は、５ｃｍの直径を有する歯状ディスク撹拌機を用
いることにより２０００ｒｐｍで５分間撹拌後、ＬＶ－３スピンドルを備えたＢｒｏｏｋ
ｆｉｅｌｄ粘度計タイプＲＶＴによって１００ｒｐｍの速度および室温（２０±３℃）で
決定した。
【０１０１】
　原料の分子量
　ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）、数平均分子量（Ｍｎ）および対応する多分散性の
すべては、参照記号ＰＳＳ－ＰＡＡ　１８Ｋ、ＰＳＳ－ＰＡＡ　８Ｋ、ＰＳＳ－ＰＡＡ　
５Ｋ、ＰＳＳ－ＰＡＡ　４ＫおよびＰＳＳ－ＰＡＡ　３ＫとともにＰｏｌｙｍｒ　Ｓｔａ
ｎｄａｒｄ　Ｓｅｒｖｉｃｅより供給される一連の５つのポリアクリル酸ナトリウム標準
で較正した、水系ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）法に従って、ｐＨ８で１００モ
ル％ナトリウム塩として測定する。
【０１０２】
　原料のＢＥＴ比表面積
　ＢＥＴ比表面積は、２５０℃で３０分間加熱することにより試料を調整後に、窒素を用
いてＩＳＯ９２７７に従うＢＥＴ法によって測定する。このような測定前に、試料をろ過
し、すすぎ洗いし、オーブン中１１０℃で少なくとも１２時間乾燥させる。
【０１０３】
　粒子状原料の粒径分布（直径＜Ｘをもつ粒子の質量％）および重量中位径（ｄ５０）
　粒子状原料の重量中央粒径および粒径質量分布は、沈降法、すなわち、重力場における
沈降挙動の分析によって決定する。測定は、Ｓｅｄｉｇｒａｐｈ（商標）５１２０によっ
て行う。
【０１０４】
　方法および機器は、当業者に公知であり、充填剤および顔料の粒径を決定するために一
般に使用されている。測定は、０．１重量％のＮａ４Ｐ２Ｏ７の水溶液中で行う。試料は
、高速撹拌機および超音波を用いて分散させる。
【０１０５】
　水性懸濁液のｐＨ
　水性懸濁液のｐＨは、標準ｐＨ計を用いて約２２℃で測定する。
【０１０６】
　水性懸濁液の固形分
　懸濁液の固形分（「乾燥重量」としても知られる）は、Ｍｅｔｔｌｅｒ－Ｔｏｌｅｄｏ
、スイス国により市販されているＭｏｉｓｔｕｒｅ　Ａｎａｌｙｚｅｒ　ＨＲ７３を用い
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て、以下の設定：１２０℃の温度、自動スイッチオフ３、標準乾燥、５－２０ｇの懸濁液
で決定する。
【０１０７】
　高分子電解質滴定（ＰＥＴ）手順
　水性懸濁液中の高分子電解質含有量は、Ｍｅｔｔｌｅｒ－Ｔｏｌｅｄｏ、スイス国によ
り市販されている、Ｐｈｏｔｏｔｒｏｄｅ　ＤＰ６６０を備えたＭｅｍｏｔｉｔｒａｔｏ
ｒ　Ｍｅｔｔｌｅｒ　ＤＬ５５を用いて決定する。高分子電解質含有量の測定は、炭酸カ
ルシウム懸濁液の試料を滴定容器中に秤量し、前記試料を脱イオン水で約４０ｍｌの容量
まで希釈することにより行った。その後、１０ｍｌの０．０１Ｍカチオン性ポリ（Ｎ，Ｎ
－ジメチル－３，５－ジメチレン－ピペリジニウムクロリド）（ＰＤＤＰＣ；ＡＣＲＯＳ
　Ｏｒｇａｎｉｃｓ、ベルギー国から得た）を滴定容器中に撹拌下で、５分以内でゆっく
り添加し、次いで、容器の内容物をさらに２０分間撹拌する。その後、懸濁液を０．２μ
ｍのミックスエステルメンブレンフィルター（ｍｉｘ－ｅｓｔｅｒ　ｍｅｍｂｒａｎｅ　
ｆｉｌｔｅｒ）（直径４７ｍｍ）を通してろ過し、５ｍｌの脱イオン水で洗浄する。この
ようにして得たろ液を５ｍｌのリン酸緩衝液ｐＨ７（Ｒｉｅｄｅｌ－ｄｅ　Ｈａｅｎ、独
国）で希釈し、次いで、０．０１Ｍのポリビニル硫酸カリウム（ＫＰＶＳ；ＳＥＲＶＡ　
Ｆｅｉｎｂｉｏｃｈｅｍｉｃａ、ハイデルベルグから得た）溶液をろ液にゆっくりと添加
し、過剰のカチオン性試薬を滴定する。滴定の終点は、このような測定前に、脱イオン水
中で１２００から１４００ｍＶに調整する、Ｐｈｏｔｏｔｒｏｄｅ　ＤＰ６６０により検
出する。電荷計算は、以下の評価：
【０１０８】

【数１】

によって行う。
【０１０９】
　最適試料重量の計算：
【０１１０】
【数２】

【０１１１】
　４ｍｌ消費に適合した試料重量の計算：
【０１１２】

【数３】

【０１１３】
　略語
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　Ｅｐ＝試料重量［ｇ］
　ｗＤＭ＝分散剤含有量（［％］）
　ＫＤＭ＝分散剤定数［μＶａｌ／０．１ｍｇ分散剤］
　Ｆｋ＝固形分［％］
　ＶＰＤＤＰＣ＝容量ＰＤＤＰＣ［ｍｌ］
　ＶＫＰＶＳ＝容量ＫＰＶＳ［ｍｌ］
　ｔＰＤＤＰＣ＝力価ＰＤＤＰＣ
　ＥＤＭ＝分散剤重量［ｍｇ］
　Ｑ＝電荷［μＶａｌ／ｇ］
　ｗａｔｒｏ＝分散剤含有量ａｔｒｏ（絶対乾燥）［％］
　Ｅ１＝最適化される実験の試料重量［ｇ］
　ＶＫＰＶＳ，１＝最適化される実験の実験に基づく消費ＫＰＶＳ［ｍｌ］
【０１１４】
［実施例１］
　以下の本発明の例証となる実施例は、まったくアルカリ炭酸塩および／またはアルカリ
炭酸水素塩を添加することなしに同じ分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を希釈すること（
従来技術）と比較して、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を炭酸ナトリウムと接触させ、
前記懸濁液を希釈することによる、０．８μｍのｄ５０を有するノルウェー原産の天然重
質炭酸カルシウムの調製を含む。
【０１１５】
　炭酸カルシウムの水性懸濁液１Ａ
　１０－３００ｍｍの直径を有する、Ｍｏｌｄｅ、Ｎｏｒｗａｙ地方のノルウェー産大理
石の岩を、４２－４８μｍの範囲のｄ５０の微粉度に自生乾燥粉砕（すなわち、粉砕媒体
の不存在下で）させる。
【０１１６】
　この鉱物を、７４重量％の粒子が＜１μｍの直径を有し、１２重量％の粒子が＜０．２
μｍの直径を有するまで、微粉度に、分散助剤および／または粉砕助剤などの添加剤を添
加することなしに、再循環モードの垂直摩砕機ミル（Ｄｙｎｏｍｉｌｌ）において水道水
中１０－１５重量％固形分で湿式粉砕する。粉砕後、生成物は、０．６１μｍの中位径ｄ

５０および１０．２ｍ２／ｇの比表面積を有する。
【０１１７】
　得られた鉱物を、７５重量％の最終の炭酸カルシウム含有量まで蒸発器中でさらに熱的
に濃縮し（ｕｐ－ｃｏｎｃｅｎｔｒａｔｅｄ）、分散剤として０．４５重量％のポリアク
リル酸ナトリウム（Ｍｗ６０００）および０．２５重量％のリン酸水素ナトリウムをさら
に用いる。
【０１１８】
　熱的濃縮の間に、試料を採取し、これらの試料の光散乱係数Ｓを測定する。
【０１１９】
　以下の表１は、前記分散炭酸カルシウムの水性懸濁液から採取した試料の特性ならびに
対応する懸濁液およびコーティングカラーの炭酸カルシウム含有量ならびにその光散乱係
数を示す：
【０１２０】
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【表１】

　コーティングカラーは、上記測定方法で概略されたとおりに、対応する分散炭酸カルシ
ウムの水性懸濁液から調製され、結合剤をさらに含む。
【０１２１】
　炭酸カルシウムの水性懸濁液１Ｂ（従来技術）
　試料５の懸濁液を、蒸留水を用いて６２．０重量％の炭酸カルシウム固形分に希釈して
戻し、保存した。３週間後、光散乱係数Ｓを決定した。以下の表２は、分散炭酸カルシウ
ムの水性懸濁液の特性ならびに対応する懸濁液およびコーティングカラーの炭酸カルシウ
ム固形分ならびにその光散乱係数を示す：
【０１２２】

【表２】

【０１２３】
　炭酸カルシウムの水性懸濁液１Ｃ（本発明）
　試料５の懸濁液を蒸留水を用いることにより６２重量％の炭酸カルシウム固形分に希釈
した。次いで、懸濁液中の炭酸カルシウム固形分に対して１．０重量％の炭酸ナトリウム
を添加し、保存した。３週間後、Ｓ値を決定した。以下の表３は、分散炭酸カルシウムの
水性懸濁液の特性ならびに対応する懸濁液およびコーティングカラーの炭酸カルシウム固
形分ならびにその光散乱係数を示す：
【０１２４】
【表３】

【０１２５】
［実施例２］
　以下の本発明の例証となる実施例は、アルカリ炭酸塩および／またはアルカリ炭酸水素
塩をまったく添加することなしに同じ分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を希釈すること（
従来技術）と比較して、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液を炭酸カリウムと接触させ、前
記懸濁液を希釈することによる、０．８μｍのｄ５０を有するノルウェー原産の天然重質
炭酸カルシウムの調製を含む。
【０１２６】
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　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ａ
　最初の工程で、１０ｍｍから３００ｍｍの直径を有する、Ｍｏｌｄｅ、ノルウェー地方
のノルウェー産大理石の岩を、４２μｍから４８μｍの範囲のｄ５０の微粉度に自己乾燥
粉砕（すなわち、粉砕媒体の不存在下で）させる。
【０１２７】
　得られた炭酸カルシウムを、６０重量％の粒子が＜１μｍの直径を有し、７重量％の粒
子が＜０．２μｍの直径を有するまで、微粉度に、分散助剤および／または粉砕助剤など
の添加剤を添加することなしに、再循環モードの垂直摩砕機ミル（Ｄｙｎｏｍｉｌｌ）に
おいて、１０－１５重量％の炭酸カルシウム含有量で水道水中湿式粉砕する。粉砕後、生
成物は、０．８１μｍの中位径ｄ５０および６．１ｍ２／ｇの比表面積を有する。
【０１２８】
　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ｂ（従来技術）
　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ａを、７２．８重量％固形物の最終炭酸カルシウム含有
量にフィルタープレスにより機械的に濃縮し、分散剤としてモル１：１のポリアクリル酸
／マレイン酸コポリマー（Ｍｗ１２０００）のナトリウム塩０．３８重量％を添加するこ
とにより撹拌下で分散させる。６時間後、Ｓ値を決定した。以下の表４は、分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液の特性ならびに対応する懸濁液およびコーティングカラーの炭酸カル
シウム含有量ならびにその光散乱係数を示す：
【０１２９】
【表４】

【０１３０】
　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ｃ（従来技術）
　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ａを、６５．０重量％固形物の最終炭酸カルシウム含有
量にフィルタープレスにより機械的に濃縮し、分散剤としてモル１：１のポリアクリル酸
／マレイン酸コポリマー（Ｍｗ１２０００）のナトリウム塩０．３８重量％を添加するこ
とにより撹拌下で分散させる。６時間後、Ｓ値を決定した。以下の表５は、分散炭酸カル
シウムの水性懸濁液の特性ならびに対応する懸濁液およびコーティングカラーの炭酸カル
シウム含有量ならびにその光散乱係数を示す：
【０１３１】
【表５】

【０１３２】
　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ｄ（本発明）
　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ａを、７２．８重量％固形物の最終炭酸カルシウム含有
量にフィルタープレスにより機械的に濃縮し、分散剤としてモル１：１のポリアクリル酸
／マレイン酸コポリマー（Ｍｗ１２０００）のナトリウム塩０．３８重量％を添加するこ
とにより撹拌下で分散させる。さらに、炭酸カルシウムの濃縮水性懸濁液を、６５．６重
量％固形物の最終炭酸カルシウム含有量に蒸留水を用いることにより希釈し、分散炭酸カ
ルシウムの水性懸濁液の全重量に基づいて、０．５重量％の炭酸カリウムと接触させる。
６時間後、Ｓ値を決定した。以下の表６は、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の特性なら
びに対応する懸濁液およびコーティングカラーの炭酸カルシウム含有量ならびにその光散
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乱係数を示す：
【０１３３】
【表６】

【０１３４】
　炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ｅ（本発明）
　分散炭酸カルシウムの水性懸濁液２Ｄを、さらに９日間さらに保存し、この期間後にＳ
値を決定した。以下の表７は、分散炭酸カルシウムの水性懸濁液の特性ならびに対応する
懸濁液およびコーティングカラーの炭酸カルシウム含有量ならびにその光散乱係数を示す
：
【０１３５】
【表７】
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